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東京都における教科書制度
（義務教育諸学校）

令和４年４月

東京都教育委員会
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概 要

• 教科書とは

• 教科書の著作から使用までのサイクル

• 採択とは、採択の仕組み

• 東京都教育委員会の役割

• 東京都教科用図書選定審議会

• 採択等のスケジュール

• 令和４年度に行うべきこと

• その他
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１ 教科書の定義・種類
学校において、教科の主たる教材として、教授の用に供せられる児童・生徒用
図書であり、次にあたるもの。

（１）文部科学省検定済教科書
文部科学省の検定を経て発行される教科書

（２）文部科学省著作教科書
文部科学省が教科書の著作・編集を行った上で発行される教科書
（例）高校の農業、工業、看護、特別支援学校用 等

（３）学校教育法附則第９条第１項の規定による教科書（一般図書）～附則9条本
高等学校、特別支援学校・学級において、文部科学省検定済教科書が

ない場合など特別な場合には、一般図書（市販の図書、点字図書、拡大
図書）を教科書として使用することができる。

（例） 絵本、フランス語の図書 等
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２ 教科書の著作から使用までのサイクル

4

１年目 ２年目 ３年目 ４年目

著作・編集 検　　定

（～３月）

調査研究
・

採　　　択
（～８月）

使　　用

（４月～）

教科書発行者 文部科学大臣
各教育委員会
国・私立学校長

児童・生徒



３ 教科書の採択
（１）採択とは

学校で使用する教科書を決定すること （採択行為は毎年度実施）
・種目ごとに１種の教科書を決定する。

（例） 「国語」 ⇒ A者の教科書 「算数」 ⇒ Ｂ者の教科書
・義務教育諸学校の教科書は、４年間は毎年度同一の教科書を採択する。

※一般図書（附則９条本）は特段の規定なし。
（２）採択の権限（採択権者）

・都立学校 ： 都教育委員会
・区市町村立学校 ： 各区市町村教育委員会
・国私立学校 ： 各校長

（３）採択の単位
・区市町村立学校 ： 区市町村ごと
・都立特別支援学校（小・中学部） ： 障害種別ごと （視覚、聴覚、肢体不自由・病弱）

・都立小学校・中学校・中等教育学校（前期課程）、国私立学校： 学校ごと
（４）採択の時期

・教科書を使用する年度の前年度の８月31日までに採択する。
・９月1日以降、採択した教科書が発行されなくなった場合等、新たに採択
する必要が生じたときは速やかに採択替えを行う。
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４ 採択の仕組み（義務教育諸学校）
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　(1) 届出

検定決定
(2) 教科書目録送付

(3)教科書見本送付

(8) 指導・助言･援助

(4)

(9)　採択 (9)　採択
国・私立学校 区市町村立学校

教科書発行者 文部科学大臣

(6) 諮問

東京都教育委員会
東京都教科用

図書選定審議会(7) 答申

国･私立学校長 区市町村教育委員会 都立小学校
都立中学校
都立中等教育学校（前期課程）
都立特別支援学校（小学部・中学部）

教科書目録送付(2)
採択方針通知、
調査研究資料の提供等 調査研究

調査研究報告

委 嘱 教科書
調査員

(5)

(4)

調査研究報告等を踏まえ「調査研究資料」作成

採択

(9)



５ 都教育委員会の役割（義務教育諸学校）

（１）都内の義務教育諸学校において使用する教科書の採択の適正な実施を
図るため、採択方針を定め、教科書の調査研究を計画・実施する。

（２）区市町村教育委員会等の行う採択に関する事務について、東京都教科用
図書選定審議会の意見をきいて、適切な指導、助言又は援助を行う。

（３）都の区域について、区市町村の区域又はこれらの区域をあわせた地域に
教科書採択地区を設定する。

・ 都内の採択地区は ５４（一部の町村を除き、区市単位の単独採択地区）

・ 西多摩地区、大島地区、三宅地区、八丈地区の４区域は、複数の町村から構成される共同採択地区

（４）都立小学校、都立中学校、都立中等教育学校（前期課程）及び都立特別
支援学校（小・中学部）において使用する教科書について、東京都教科用
図書選定審議会の意見をきいて、自ら採択を行う。
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６ 東京都教科用図書選定審議会
（１）性格

義務教育諸学校で使用する教科書の採択に関して、諮問に応じて調査
審議等を行う、都教育委員会の附属機関

（２）委員の構成
20名（学校関係者７名、教育委員会関係者７名、学識経験者４名、保護者代表２名）

（３）設置期間
毎年度 ４月１日から８月３１日まで

（４）所掌事務
・都教育委員会の行う採択方針の作成、調査研究資料の作成、その他
指導・助言・援助に関する重要事項

・都の設置する義務教育諸学校で使用する教科書の採択に関する事項

（５）令和３年度の開催実績

・第１回 ４月12日 教科書の採択方針について
・第２回 ５月31日 教科書調査研究資料及び教科書採択資料について 8



７ 採択替え・調査研究の年度

小学校・中学校用教科書は、法令に基づき、原則として４年ごとに採択替えを行う。その際、調査研究を実施している。

一般図書は、毎年度採択替えを行うことができる。表中では、調査研究を実施する年度を示している。

※太線以降は、新学習指導要領の教育課程実施に伴う教科書

※（ ）書きは、採択替えの年度であるが、文部科学省の検定に新たに合格した教科書がなかったもの

9

　　　　　（◎：検定　　●：調査研究・採択　　○：使用開始）

　　　　　　　　　年度（西暦） H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

学校種別等 (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

検定 ◎ ◎ ◎

調査研究・採択 （●） ● ●

使用開始 ○（道徳） （○） ○ ○

都立小学校 調査研究・採択 ● ●

(R4年度開校) 使用開始 ○ ○

検定 （◎） ◎ ◎（歴史） ◎

調査研究・採択 ●（道徳） （●） ● ●（歴史） ●

使用開始 ○（道徳） （○） ○ ○（歴史） 〇

● ● ● ● ● ●

2年度使用 追補版 8年度使用 9～11年度使用

小　学　校

中　学　校

一 般 図 書 調査研究
5～7年度使用3～4年度使用



８ 令和４年度に行うべきこと（概要）

１ 特別支援教育教科書（一般図書）について
特別支援学校（小・中学部）及び小・中学校特別支援学級で使用する

一般図書の調査研究に関すること

２ 都立の義務教育諸学校で使用する教科書について
※検定済教科書・文科省著作教科書は、令和４年度使用教科書と同じ教科書を採択

（１） 都立小学校・都立中学校・都立中等教育学校（前期課程）で使用する
教科書の採択に関すること

（２） 都立特別支援学校（小・中学部）で使用する教科書の採択に関すること
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９ 学習者用デジタル教科書
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１．デジタル教科書とは

・紙の教科書の内容の全部をそのまま記録した電磁的記録
※文部科学省の教科書検定を経た紙の教科書の内容と同一のもの

・紙の教科書に代えて、デジタル教科書を使用することが可能
（デジタル教科書は無償給与の対象外）

（学校教育法第34条第2項、同法施行規則第56条の5第1項）

※画像は文部科学省ホームページより
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• ペア学習やグループ学習の際、デジタル教科書に書き込んだ内容を見せ合うことで、効
果的に対話的学びを行うことができる。

• 拡大表示機能で目を近づけなくても細かい箇所まで見ることができる。

• 機会音声読み上げ機能により、読み書きが困難な児童生徒の学習を容易にすること
ができる。

• デジタル教材との連携がしやすく、動画や音声等を併せて使用することにより、学びの幅
を広げたり、内容を深めたりすることが容易になる。

（「デジタル教科書の今後の在り方等に関する検討会議第一次報告」（令和３年６月）より）

２．デジタル教科書ならではの特性として期待される点（メリットの例）

※画像は文部科学省ホームページより

○デジタル教材と連携した使用（例）
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３．デジタル教科書に関する国の動向

①デジタル教科書の今後の在り方等に関する検討

・ 小学校用教科書の改訂時期である令和６年度を本格的な導入の最初の契機

令和６年度の本格的な導入を目指すため、令和４年にデジタル教科書の今後の在り方に

ついて結論を得る必要がある (※R3文部科学省補正予算資料より)

→ 教育上の効果や健康面への影響も含めた全国的な実証研究の成果等を踏まえつつ、
財政負担も考慮しながらデジタル教科書の在り方について詳細に検討中

※令和６年度時点では、紙の教科書と同一内容を維持することが基本（R3編集、R4検定、R5採択）

※検定制度の本格的な見直しは、次々回の検定サイクルを念頭に検討することが適当

②学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業
令和３年度より、小・中学校等を対象とし、デジタル教科書を提供し普及促進を実施
教育効果、デジタル教科書活用上の課題等を抽出し、解決策を検証（R4も拡充して実施）

＜令和３年度＞
【対象校種・学年】
原則 小学校５・６年生、中学校全学年（国・公・私立）
（義務教育学校、中等教育学校、特別支援学校を含む）

【教科・規模】
１学校１教科：概ね４割の学校で実施

＜令和４年度＞
【対象校種・学年】
原則 小学校５・６年生、中学校全学年（国・公・私立）
（義務教育学校、中等教育学校、特別支援学校を含む）

【教科・規模】
・英語：原則、全校で実施
・英語以外の追加１教科：概ね８割程度の学校で実施

（「デジタル教科書の今後の在り方等に関する検討会議第一次報告」

（令和３年６月）より）



■法令

• 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

• 学校教育法、同施行令

• 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に
関する法律、同施行令

• 教科書の発行に関する臨時措置法

• 都教科用図書選定審議会委員の定数に関す
る条例、同審議会規則
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令和３年４月１２日 

 

 東京都教育委員会  殿 

 

東京都教科用図書選定審議会 

会 長  樋 口 豊 隆 

 

 

教科書の採択方針について（答申） 

 

 令和３年４月１２日付けで諮問のあった事項のうち、「教科書の採択方針」について、下記

のとおり答申します。 

 

                   記 

 

１ 教科書採択に当たっての留意事項について 

東京都教育委員会は、次の事項に留意し、総合的に判断して、令和４年度に義務教育諸学

校で使用する教科書の採択を行うとともに、他の採択権者においても同様の方針で採択する

ように指導、助言又は援助を行うこと。 

（１） 採択は、採択権者が自らの責任と権限において、適正かつ公正に行うこと。 

（２） 学習指導要領及び採択権者の教育方針を踏まえ、より専門的な調査研究を行うこと。 

（３） 特別支援学級及び特別支援学校の児童・生徒の実情も十分配慮すること。 

（４） 各採択地区の実情に応じて、創意・工夫をすること。 

なお、１採択地区に２以上の教育委員会が存する場合、種目ごとに同一の教科書を採択

するための協議について、関係教育委員会は採択地区協議会を設置して行うこと。 

また、採択地区協議会における最終的な合意形成の方法等はあらかじめ定めること。 

 

２ 教科書の調査研究に当たって留意・検討すべき事項について 

（１）小学校用教科書 

東京都教育委員会は、小学校、義務教育学校（前期課程）及び特別支援学校（小学部）

で使用する教科書について、学習指導要領の教科の目標等を踏まえ、各教科書の違いが

明瞭に分かるように、内容及び構成上の工夫について調査研究すること。 

 

 

＜参考資料＞－１ 

令和３年度の採択方針（答申） 



（２）中学校用教科書 

東京都教育委員会は、中学校、義務教育学校（後期課程）、中等教育学校（前期課程）

及び特別支援学校（中学部）で使用する教科書について、学習指導要領の教科の目標等

を踏まえ、各教科書の違いが明瞭に分かるように、内容及び構成上の工夫について調査

研究すること。 

 

（３）都立の義務教育諸学校で使用する教科書 

ア 都立小学校で使用する教科書 

東京都教育委員会は、都立小学校で使用する教科書の採択に当たって、学習指導要領

の教科の目標等を踏まえ、小中高一貫教育の特色及び学校の特色を考慮し、各教科書の

違いが明瞭に分かるように、内容及び構成上の工夫について調査研究すること。 

イ 都立中学校及び都立中等教育学校（前期課程）で使用する教科書 

東京都教育委員会は、都立中学校及び都立中等教育学校（前期課程）で使用する教科

書の採択に当たって、学習指導要領の教科の目標等を踏まえ、中高一貫教育の特色及び

各学校の特色を考慮し、各教科書の違いが明瞭に分かるように、内容及び構成上の工夫

について調査研究すること。 

ウ 都立特別支援学校（小学部・中学部）で使用する教科書 

東京都教育委員会は、都立特別支援学校（小学部・中学部）で使用する教科書の採択

に当たって、学習指導要領の教科の目標等を踏まえ、児童・生徒の障害の状態や特性等

を考慮し、各教科書の違いが明瞭に分かるように、内容及び構成上の工夫について調査

研究すること。 

 

（４）学校教育法附則第９条第１項の規定による教科書（以下「一般図書」という。） 

ア 東京都教育委員会は、令和３年度使用教科書として採択された一般図書及びその他の

図書について検討し、調査すること。 

イ 東京都教育委員会は、特別支援学級及び特別支援学校で使用する一般図書の調査研究

に当たって、学習指導要領の教科の目標等を踏まえ、児童・生徒の障害の状態や特性等

を考慮し、内容及び構成上の工夫について調査研究すること。 

なお、一般図書を教科書として使用する際の指導上の配慮事項やその他参考となる事

項等についても、併せて調査研究すること。 

 



 

令和２年４月１６日 

 

 東京都教育委員会   殿 

 

東京都教科用図書選定審議会 

会 長  杉 野  学 

 

 

教科書の採択方針について（答申） 

 

 令和２年４月１６日付けで諮問のあった事項のうち、「教科書の採択方針」について、下記

のとおり答申します。 

 

                   記 

 

１ 教科書採択に当たっての留意事項について 

東京都教育委員会は、次の事項に留意し、総合的に判断して、令和３年度に義務教育諸学

校で使用する教科書の採択を行うとともに、他の採択権者においても同様の方針で採択する

ように指導、助言又は援助を行うこと。 

（１） 採択は、採択権者が自らの責任と権限において、適正かつ公正に行うこと。 

（２） 学習指導要領及び採択権者の教育方針を踏まえ、より専門的な調査研究を行うこと。 

（３） 特別支援学級及び特別支援学校の児童・生徒の実情も十分配慮すること。 

（４） 各採択地区の実情に応じて、創意・工夫をすること。 

なお、１採択地区に２以上の教育委員会が存する場合、種目ごとに同一の教科書を採択

するための協議について、関係教育委員会は採択地区協議会を設置して行うこと。 

また、採択地区協議会における最終的な合意形成の方法等はあらかじめ定めること。 

 

２ 教科書の調査研究に当たって留意・検討すべき事項について 

（１）小学校用教科書 

東京都教育委員会は、小学校、義務教育学校（前期課程）及び特別支援学校（小学部）

で使用する教科書について、学習指導要領の教科の目標等を踏まえ、各教科書の違いが

明瞭に分かるように、内容及び構成上の工夫について調査研究すること。 

 

 

＜参考資料＞－２ 

令和２年度の採択方針（答申） 



 

（２）中学校用教科書 

東京都教育委員会は、中学校、義務教育学校（後期課程）、中等教育学校（前期課程）

及び特別支援学校（中学部）で使用する教科書について、学習指導要領の教科の目標等

を踏まえ、各教科書の違いが明瞭に分かるように、内容及び構成上の工夫について調査

研究すること。 

 

（３）都立の義務教育諸学校で使用する教科書 

ア 都立中学校及び都立中等教育学校（前期課程）で使用する教科書 

東京都教育委員会は、都立中学校及び都立中等教育学校（前期課程）で使用する教科

書の採択に当たって、学習指導要領の教科の目標等を踏まえ、中高一貫教育の特色及び

各学校の特色を考慮し、各教科書の違いが明瞭に分かるように、内容及び構成上の工夫

について調査研究すること。 

イ 都立特別支援学校（小学部・中学部）で使用する教科書 

東京都教育委員会は、都立特別支援学校（小学部・中学部）で使用する教科書の採択

に当たって、学習指導要領の教科の目標等を踏まえ、児童・生徒の障害の状態や特性等

を考慮し、各教科書の違いが明瞭に分かるように、内容及び構成上の工夫について調査

研究すること。 

 

（４）学校教育法附則第９条第１項の規定による教科書（以下「一般図書」という。） 

ア 東京都教育委員会は、令和２年度使用教科書として採択された一般図書及びその他の

図書について検討し、調査すること。 

イ 東京都教育委員会は、特別支援学級及び特別支援学校で使用する一般図書の調査研究

に当たって、学習指導要領の教科の目標等を踏まえ、児童・生徒の障害の状態や特性等

を考慮し、内容及び構成上の工夫について調査研究すること。 

なお、一般図書を教科書として使用する際の指導上の配慮事項やその他参考となる事

項等についても、併せて調査研究すること。 

 


